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(57)【要約】
【課題】放電空間に不均衡をもたらすことなく清掃部材
を移動でき、放電部材に対して好適な清掃性能を発揮さ
せ、像担持体表面を均一にして帯電可能な帯電装置を提
供する。
【解決手段】帯電装置４０は、放電部材架設方向と平行
に延び、その一端に清掃部材４５が設けられた棒状部材
である清掃棒４６と、この清掃棒４６の、清掃部材４５
が設けられた側とは反対側の端部に設けられ、シールド
ケース４１に対する清掃棒４６の引き出し／収納が可能
な把手部４７と、この把手部４７の近傍に設けられ、シ
ールドケース４１に当接して、清掃棒４６をシールドケ
ース４１に収納する方向への、清掃部材４５の所定位置
を超える移動を阻止する係止片４８とを備える。これに
より、清掃棒４６のシールドケース４１への収納が完了
した状態で、その清掃部材４５側の端部の箇所がどこに
も当接しないようにすることができる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放電部材を用いて像担持体表面を帯電させるものであって、ハウジング内に、前記放電
部材の架設方向に移動して放電部材を清掃する清掃部材を備えた帯電装置において、
前記放電部材架設方向と平行に延び、その一端に前記清掃部材が設けられた棒状部材と、
この棒状部材の、清掃部材が設けられた側とは反対側の端部に設けられ、前記ハウジング
に対する棒状部材の引き出し／収納が可能な把手部と、この把手部の近傍に設けられ、ハ
ウジングに当接して、棒状部材をハウジングに収納する方向への、清掃部材の所定位置を
超える移動を阻止する係止片とを備えることを特徴とする帯電装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の帯電装置を搭載したことを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　前記帯電装置の前記把手部近傍に配置された開閉部材と、この開閉部材に設けられ、開
閉部材の閉鎖過程で帯電装置の把手部に当接し、前記棒状部材を前記ハウジングに収納す
る方向に移動させる係合部とを備えることを特徴とする請求項２に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機やプリンタに代表される電子写真方式の画像形成装置において用いら
れる帯電装置に関する。また、この帯電装置を搭載した画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複写機やプリンタに代表される電子写真方式の画像形成装置では、帯電装置によって像
担持体表面を帯電させ、光照射により部分的に電位を光減衰させて原稿画像の静電潜像を
形成して、この静電潜像をトナーで現像した可視トナー像を用紙に転写する。トナー像転
写後、像担持体表面においては、残留したトナーがクリーニング装置によりクリーニング
され、新たな静電潜像の形成に備えて除電される。
【０００３】
　像担持体表面を帯電させる帯電装置には、コロナ放電を利用した非接触方式のものや、
ブラシ、ローラ等を接触させる接触方式のものがある。なかでも広く知られているのが、
コロナ放電を利用したスコロトロン方式の帯電装置である。スコロトロン方式の帯電装置
は、放電部材であるチャージワイヤと、放電状態をコントロールするグリッドとを備えて
いる。この帯電装置は、グリッドが像担持体表面近傍に位置するように配置され、これら
の放電部材に所定電圧を印加することにより、像担持体表面を帯電させる。
【０００４】
　像担持体表面の帯電電位を好適な状態に維持するためには、チャージワイヤやグリッド
などの放電部材の清掃を行う必要がある。これらの部材がトナーや放電生成物などにより
汚れてしまうと、コロナ放電に悪影響を及ぼし、像担持体の表面電位に乱れが生じる。例
えば、表面電位にムラが生じると、画像濃度にもムラが生じる。さらに、放電部材の汚れ
は帯電装置自体にも悪影響を及ぼし、帯電装置の低寿命化を招く恐れもある。このような
問題を解決すべく、チャージワイヤやグリッドを清掃する清掃部材を備えた帯電装置が提
案され、その例を特許文献１に見ることができる。
【特許文献１】特開２００６－１４５５８８号公報（第７頁、図４）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載された画像形成装置は、帯電装置が、放電部材であるチャージワイヤ
の架設方向に移動してチャージワイヤを清掃する清掃部材を備え、現像器ユニットの画像
形成装置本体に対する着脱に連動して、清掃部材を移動させ、チャージワイヤを清掃でき
るようになっている。しかしながら、この清掃機構は、清掃部材を支持するレバー部材を
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感光体ドラムユニット内に押し込む（収納する）と、清掃部材が後方（背面側）端部に当
接してホームポジションに停止するようになっている。これにより、レバー部材を必要以
上に押し込むと、後方端部と前方端部との間で、レバー部材が湾曲してしまう恐れがある
。したがって、帯電装置の、ハウジング内の放電空間のバランスが悪くなり、チャージワ
イヤに印加された電圧が不均一になる可能性が高い。その結果、コロナ放電に悪影響を及
ぼして像担持体の表面電位に乱れが生じ、画像濃度が不均一になり、ムラが発生するとい
った問題になる恐れがある。
【０００６】
　本発明は上記の点に鑑みなされたものであり、放電部材を清掃する清掃部材を備えた帯
電装置において、放電空間に不均衡をもたらすことなく清掃部材を移動することができ、
放電部材に対して好適な清掃性能を発揮させ、像担持体表面を均一に帯電させることが可
能な帯電装置を提供することを目的とする。また、このような帯電装置を搭載した画像形
成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するため、本発明は、放電部材を用いて像担持体表面を帯電させるも
のであって、ハウジング内に、前記放電部材の架設方向に移動して放電部材を清掃する清
掃部材を備えた帯電装置において、前記放電部材架設方向と平行に延び、その一端に前記
清掃部材が設けられた棒状部材と、この棒状部材の、清掃部材が設けられた側とは反対側
の端部に設けられ、前記ハウジングに対する棒状部材の引き出し／収納が可能な把手部と
、この把手部の近傍に設けられ、ハウジングに当接して、棒状部材をハウジングに収納す
る方向への、清掃部材の所定位置を超える移動を阻止する係止片とを備えることとした。
【０００８】
　また本発明では、上記帯電装置を画像形成装置に搭載することとした。
【０００９】
　また、上記構成の画像形成装置において、前記帯電装置の前記把手部近傍に配置された
開閉部材と、この開閉部材に設けられ、開閉部材の閉鎖過程で帯電装置の把手部に当接し
、前記棒状部材を前記ハウジングに収納する方向に移動させる係合部とを備えることとし
た。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の構成によれば、放電部材を用いて像担持体表面を帯電させるものであって、ハ
ウジング内に、前記放電部材の架設方向に移動して放電部材を清掃する清掃部材を備えた
帯電装置において、前記放電部材架設方向と平行に延び、その一端に前記清掃部材が設け
られた棒状部材と、この棒状部材の、清掃部材が設けられた側とは反対側の端部に設けら
れ、前記ハウジングに対する棒状部材の引き出し／収納が可能な把手部と、この把手部の
近傍に設けられ、ハウジングに当接して、棒状部材をハウジングに収納する方向への、清
掃部材の所定位置を超える移動を阻止する係止片とを備えることとしたので、棒状部材の
ハウジングへの収納が完了した状態で、その清掃部材側の端部の箇所がどこにも当接しな
いようにすることができる。これにより、棒状部材の、清掃部材側と把手部側との間、す
なわちその両端間における湾曲を防止することができる。その結果、放電部材を清掃すべ
く清掃部材を移動する際、放電空間に不均衡をもたらすことなく清掃部材を移動すること
ができる。したがって、放電部材に対して好適な清掃性能を発揮させ、像担持体表面を均
一に帯電させることが可能な帯電装置を提供することができる。
【００１１】
　また本発明では、上記帯電装置を画像形成装置に搭載することとしたので、帯電装置の
放電空間に不均衡をもたらすことなく、放電部材を清掃する清掃部材を移動することがで
き、放電部材に対して好適な清掃性能を発揮させ、像担持体表面を均一に帯電させること
が可能な高性能な画像形成装置を得ることができる。
【００１２】
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　また、上記画像形成装置が、前記帯電装置の前記把手部近傍に配置された開閉部材と、
この開閉部材に設けられ、開閉部材の閉鎖過程で帯電装置の把手部に当接し、前記棒状部
材を前記ハウジングに収納する方向に移動させる係合部とを備えることとしたので、開閉
部材を閉鎖するだけで自動的に、棒状部材をハウジングに収納することができる。これに
より、ユーザーが放電部材を清掃する際、ハウジングから引き出した棒状部材を収納し忘
れた場合でも、画像形成装置を運転させるべく開閉部材を閉鎖することで、棒状部材及び
清掃部材を帯電装置の所定位置に戻すことが可能である。そして、このように開閉部材を
用いて棒状部材を収納するときでも、ハウジングに必要以上に押し込むことを防止できる
。したがって、開閉部材を閉鎖することにより、棒状部材の両端間における湾曲を防止し
ながら、放電空間に不均衡をもたらすことなく清掃部材を移動し、放電部材を清掃するこ
とが可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態を図１～図８に基づき説明する。
【００１４】
　最初に、本発明の実施形態に係る帯電装置を搭載した画像形成装置について、図１及び
図２を用いてその構造の概略を説明しつつ、画像出力動作を説明する。図１は画像形成装
置の模型的垂直断面正面図、図２は画像形成装置の外観斜視図である。なお、図１におい
て、実線矢印は用紙の搬送経路及び搬送方向を、一点鎖線矢印はレーザ光Ｌを示す。また
、図２では、画像形成装置本体上方の原稿送り部の描画を省略している。
【００１５】
　図１に示すように、画像形成装置１の本体２の内部下方には、給紙部である給紙カセッ
ト３が配置されている。給紙カセット３は、その内部に、印刷前のカットペーパー等の用
紙Ｐを積載して収容している。そして、この用紙Ｐは、図１において給紙カセット３の左
上方に向けて、１枚ずつ分離されて送り出される。給紙カセット３は、本体２の正面側か
ら水平に引き出すことが可能である。
【００１６】
　本体２の内部であって、給紙カセット３の左方には、第１用紙搬送部４が備えられてい
る。第１用紙搬送部４は、本体２の左側面に沿って略垂直に形設されている。そして、第
１用紙搬送部４は、給紙カセット３から送り出された用紙Ｐを受け取り、本体２の左側面
に沿って垂直上方に転写部３０まで搬送する。
【００１７】
　給紙カセット３の上方であって、第１用紙搬送部４が形設された本体２の左側面とは反
対側の側面である右側面の箇所には、手差し給紙部５が備えられている。手差し給紙部５
には、給紙カセット３に入っていないサイズの用紙Ｐや、厚紙、ＯＨＰシートのように１
枚ずつ送り込みたいものが載置される。
【００１８】
　手差し給紙部５の左方には、第２用紙搬送部６が備えられている。第２用紙搬送部６は
、給紙カセット３のすぐ上方にあって、手差し給紙部５から第１用紙搬送部４まで略水平
に延び、第１用紙搬送部４に合流している。そして、第２用紙搬送部６は、手差し給紙部
５から送り出された用紙Ｐ等を受け取り、略水平に第１用紙搬送部４まで搬送する。
【００１９】
　一方、図１及び図２に示すように、画像形成装置１の本体２の上面には原稿送り部７が
、その下方には原稿画像読み取り部８が備えられている。使用者が原稿の複写を行う場合
には、原稿送り部７に、文字や図形、模様等の画像が描かれた原稿を積載する。原稿送り
部７では１枚ずつ分離して原稿が送り出され、原稿画像読み取り部８によってその画像デ
ータが読み取られる。この画像データの情報は、第２用紙搬送部６の上方であって、本体
２の中央部に配置された露光装置９に送られる。露光装置９により、画像データに基づい
て制御されたレーザ光Ｌが、画像形成部２０に向かって照射される。
【００２０】



(5) JP 2009-98180 A 2009.5.7

10

20

30

40

50

　第１用紙搬送部４の上方であって、露光装置９の左方には、画像形成部２０及び転写部
３０が備えられている。画像形成部２０では、露光装置９によって照射されたレーザ光Ｌ
により原稿画像の静電潜像が形成され、この静電潜像からトナー像が現像される。トナー
は、露光装置９の上方に備えられたトナーコンテナ１０から画像形成部２０に補給される
。画像形成部２０で形成されたトナー像は、第１用紙搬送部４によって同期をとって送ら
れてきた印刷前の用紙Ｐに、転写部３０にて転写される。
【００２１】
　転写部３０の上方には、定着装置１１が備えられている。転写部３０にて未定着トナー
像を担持した用紙Ｐは、定着装置１１へと送られ、熱ローラと加圧ローラとによりトナー
像が加熱、加圧されて定着される。
【００２２】
　定着装置１１の上方には、分岐部１２が備えられている。定着装置１１から排出された
用紙Ｐは、両面印刷を行わない場合、分岐部１２から画像形成装置１の胴内に設けられた
胴内用紙排出部１３（図２参照）に排出される。
【００２３】
　分岐部１２から胴内用紙排出部１３に向かって用紙Ｐが排出されるその排出口部分は、
スイッチバック部１４としての機能を果たす。両面印刷を行う場合には、このスイッチバ
ック部１４において、定着装置１１から排出された用紙Ｐの搬送方向が切り替えられる。
そして、用紙Ｐは、分岐部１２を通過し、定着装置１１の左方、及び転写部３０の左方に
設けられた両面印刷用用紙搬送路１５を通して下方に送られ、再度第１用紙搬送部４を経
て転写部３０へと送られる。
【００２４】
　また、図２に示すように、画像形成装置１の本体２には、正面部分の給紙カセット３の
上方に、開閉部材である正面カバー１６が備えられている。正面カバー１６は、その内側
左端に設けられた図示しない開閉機構により、本体２の外装フレームに支持されている。
正面カバー１６は、開閉機構の箇所を中心とし、右端の箇所を自由端として水平面内で回
動可能である。正面カバー１６は本体２の正面に対して開閉自在であり、これを開放する
ことによって画像形成装置１の内部構造を露出させることが可能である。ユーザーは、正
面カバー１６を開放して、トナーコンテナ１０（図１参照）の交換や用紙ジャムの処理な
どを行う。
【００２５】
　続いて、画像形成装置１の画像形成部２０周辺の詳細な構成について、図１に加えて、
図３を用いて説明する。図３は、画像形成部周辺を示す垂直断面部分拡大図である。
【００２６】
　図３に示すように、画像形成部２０には、その中心に像担持体である感光体ドラム２１
が備えられている。そして、感光体ドラム２１の近傍には、その回転方向に沿って順に、
帯電装置４０、現像装置５０、及びクリーニング装置６０が配置されている。転写部３０
は、感光体ドラム２１の回転方向に沿って、現像装置５０とクリーニング装置６０との間
に設けられている。
【００２７】
　感光体ドラム２１は、画像形成装置１内の用紙搬送方向と直角をなす用紙幅方向、すな
わち図３の紙面奥行き方向に延び、その軸線方向を水平にして配置されている。感光体ド
ラム２１は、アルミニウム等により構成される導電性ローラ状基体の外側に、真空蒸着な
どによって無機光導電性材料であるアモルファスシリコンの感光層を設けた無機感光体の
ドラムで、直径が３０ｍｍである。感光体ドラム２１は、図示しない駆動装置によって、
その周速度が用紙搬送速度（例えば１２５ｍｍ／ｓ）とほぼ同じになるように回転せしめ
られている。
【００２８】
　帯電装置４０は、コロナ放電帯電装置を用いたスコロトロン帯電装置である。なお、同
じくコロナ放電帯電装置を用いたコロトロン帯電装置であっても構わない。この帯電装置
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４０により、感光体ドラム２１の表面が所定の極性及び電位で一様に帯電せしめられる。
なお、帯電装置４０の詳細な構成については、後述する。
【００２９】
　現像装置５０は、そのハウジング５１の内部に、現像ローラ５２を備えている。現像ロ
ーラ５２は、現像方式が磁性ジャンピング現像であって、感光体ドラム２１の近傍に設け
られている。現像ローラ５２には、感光体ドラム２１の帯電極性と同極性のバイアスが印
加される。この現像ローラ５２により、現像剤であるトナーが帯電せしめられるとともに
、感光体ドラム２１の表面の静電潜像に移動せしめられ、静電潜像が現像される。また、
トナーは、スチレンアクリル系の磁性一成分トナーであって、図１に示すトナーコンテナ
１０に収容され、現像装置５０の箇所まで図示しない搬送手段により搬送されて、ハウジ
ング５１の内部に補給される。なお、現像装置の現像方式やトナーの種類は、上記のもの
に限定されるわけではない。
【００３０】
　転写部３０には、転写ローラ３１が設けられている。転写ローラ３１は、感光体ドラム
２１に図３において左方から圧接し、用紙Ｐを挿通させる転写ニップ部を形成する。転写
ローラ３１は、駆動装置を有することなく、感光体ドラム２１に接触することによって、
感光体ドラム２１の回転に従って回転する。また、転写ローラ３１には、必要に応じて、
感光体ドラム２１やトナーの帯電極性とは異なる極性の転写バイアスが印加される。
【００３１】
　クリーニング装置６０は、感光体ドラム２１の回転方向に沿って、転写部３０のさらに
下流側に配置されている。クリーニング装置６０は、そのハウジング６１に、クリーニン
グローラ６２、クリーニングブレード６３、及びトナー排出スクリュー６４を備えている
。クリーニングローラ６２及びクリーニングブレード６３は、感光体ドラム２１の軸線方
向長さと略同じ長さであって、感光体ドラム２１に接触するように設けられている。これ
らのクリーニングローラ６２及びクリーニングブレード６３によって、トナー像の転写後
、感光体ドラム２１表面に残留したトナーを除去し、その表面を研磨するようにしてクリ
ーニングする。感光体ドラム２１表面から除去され、クリーニングに使用された廃棄トナ
ーは、ハウジング６１内に一旦回収され、トナー排出スクリュー６４によりクリーニング
装置６０の外部の廃棄トナー回収容器（図示せず）へと搬送される。
【００３２】
　続いて、帯電装置４０とその周辺の詳細な構成を、図２及び図３に加えて、図４～図８
を用いて説明する。図４は帯電装置の垂直断面側面図、図５は帯電装置の外観斜視図、図
６は図４と同様の帯電装置の垂直断面側面図にして、清掃棒を引き出した状態を示すもの
である。また、図７は帯電装置と正面カバーとの係合部を示す部分拡大上面図、図８は帯
電装置と正面カバーとの係合部を示す部分拡大斜視図である。なお、図４及び図６は、長
手方向の一部を省略した形で描画している。
【００３３】
　帯電装置４０には、図４及び図５に示すように、そのハウジングである金属製のシール
ドケース４１が、感光体ドラム２１の軸線方向と略平行になるように設けられている（図
３参照）。シールドケース４１は、開口部が感光体ドラム２１の方を向く樋状をなしてい
る。この樋状のシールドケース４１の両端部には、合成樹脂製の絶縁部材４２が設けられ
ている。
【００３４】
　シールドケース４１には、タングステンやステンレスなどで構成された放電部材である
チャージワイヤ４３と、グリッド４４とが設けられている。チャージワイヤ４３はシール
ドケース４１の内部に、グリッド４４はシールドケース４１の開口した一面の箇所に、感
光体ドラム２１の軸線方向に沿う形で、２個の絶縁部材４２の間に架設されている。なお
お、図３に示す帯電装置４０と感光体ドラム２１との組み立て状態において、グリッド４
４と感光体ドラム２１表面との間隔が０．５ｍｍになるように、感光体ドラム２１に対し
て帯電装置４０が配置されている。
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【００３５】
　また、シールドケース４１の内部には、チャージワイヤ４３及びグリッド４４の清掃部
材４５と、棒状部材である清掃棒４６とが備えられている。
【００３６】
　清掃棒４６は、シールドケース４１の開口した一面の箇所とは反対側、すなわち図４に
おいて上側に配置され、放電部材であるチャージワイヤ４３及びグリッド４４の架設方向
と平行に延びている。清掃棒４６は、シールドケース４１内面に設けられた図示しないス
ライドガイドで支持され、シールドケース４１や放電部材が延びる方向に、すなわち図４
において左右方向に沿ってスライド移動することができる。
【００３７】
　清掃棒４６の背面側端部の箇所には、清掃部材４５が設けられている。清掃部材４５は
、チャージワイヤ４３及びグリッド４４に向かって下側に延び、これらの放電部材に接触
している。
【００３８】
　一方、清掃棒４６は、前面側端部の箇所で、絶縁部材４２の上方を通り、シールドケー
ス４１の外側に突出している。この清掃棒４６の、清掃部材４５が設けられた側とは反対
側の前面側端部の箇所に、把手部４７が設けられている。
【００３９】
　ユーザーは、この把手部４７を指でつまんで、清掃棒４６を、シールドケース４１から
引き出したり（図６参照）、収納したり（図４参照）して、スライド移動させることがで
きる。このようにして清掃棒４６をスライド移動させることにより、清掃部材４５がチャ
ージワイヤ４３及びグリッド４４の架設方向で前面側及び背面側にスライド移動して、こ
れらの放電部材を清掃することができる。
【００４０】
　把手部４７の近傍であって、清掃棒４６の上面には、係止片４８が備えられている。係
止片４８は、シールドケース４１のすぐ外側で、上方に向かってシールドケース４１の厚
さより高く突出したブロック形状をなしている。そして、係止片４８は、清掃棒４６をシ
ールドケース４１に収納する方向にスライド移動させ、清掃棒４６の背面側端部の箇所に
設けられた清掃部材４５が背面側の絶縁部材４２に近接した状態で、シールドケース４１
の前面側端部に当接する箇所に配置されている。すなわち、係止片４８は、シールドケー
ス４１の前面側端部に当接して、清掃棒４６をシールドケース４１に収納する方向への、
清掃部材４５の所定位置を超える移動を阻止している。したがって、清掃棒４６をシール
ドケース４１に収納する方向に押し込んでも、清掃部材４５は、背面側の絶縁部材４２に
近接した所定位置で停止し、絶縁部材４２に衝突することはない。
【００４１】
　そして、この帯電装置４０の、清掃棒４６の把手部４７の近傍には、図２に示す正面カ
バー１６が配置されている。正面カバー１６の内側であって、把手部４７に対応する箇所
には、図７及び図８に示すように、係合部１７が備えられている。係合部１７は、把手部
４７に向かって突出する形で構成されている。
【００４２】
　図７及び図８は、正面カバー１６を本体２に対して閉鎖した状態を描画している。この
とき、係合部１７は、把手部４７の前面側端部に当接し、清掃棒４６を、係止片４８がシ
ールドケース４１にちょうど当接した収納状態で保持している。すなわち、正面カバー１
６を開放し、清掃棒４６がシールドケース４１から引き出された状態で正面カバー１６を
閉鎖すると、その閉鎖過程で、係合部１７は、把手部４７に当接し、清掃棒４５をシール
ドケース４１に収納する方向に移動させる。
【００４３】
　上記のように、放電部材であるチャージワイヤ４３及びグリッド４４を用いて像担持体
である感光体ドラム２１表面を帯電させるものであって、ハウジングであるシールドケー
ス４１内に、チャージワイヤ４３及びグリッド４４の架設方向に移動してこれらの放電部
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材を清掃する清掃部材４５を備えた帯電装置４０において、放電部材架設方向と平行に延
び、その一端に清掃部材４５が設けられた棒状部材である清掃棒４６と、この清掃棒４６
の、清掃部材４５が設けられた側とは反対側の端部に設けられ、シールドケース４１に対
する清掃棒４６の引き出し／収納が可能な把手部４７と、この把手部４７の近傍に設けら
れ、シールドケース４１に当接して、清掃棒４６をシールドケース４１に収納する方向へ
の、清掃部材４５の所定位置を超える移動を阻止する係止片４８とを備えているので、清
掃棒４６のシールドケース４１への収納が完了した状態で、その清掃部材４５側の端部の
箇所がどこにも当接しないようにすることができる。これにより、清掃棒４６の、清掃部
材４５側と把手部４７側との間、すなわちその両端間における湾曲を防止することができ
る。その結果、放電部材を清掃すべく清掃部材４５を移動する際、放電空間に不均衡をも
たらすことなく清掃部材４５を移動することができる。したがって、放電部材に対して好
適な清掃性能を発揮させ、感光体ドラム２１表面を均一に帯電させることが可能な帯電装
置４０を提供することができる。
【００４４】
　また本発明では、上記帯電装置４０を画像形成装置１に搭載したので、帯電装置４０の
放電空間に不均衡をもたらすことなく、放電部材を清掃する清掃部材４５を移動すること
ができ、放電部材に対して好適な清掃性能を発揮させ、感光体ドラム２１表面を均一に帯
電させることが可能な高性能な画像形成装置１を得ることができる。
【００４５】
　また、上記画像形成装置１が、帯電装置４０の把手部４７近傍に配置された開閉部材で
ある正面カバー１６と、この正面カバー１６に設けられ、正面カバー１６の閉鎖過程で帯
電装置４０の把手部４７に当接し、清掃棒４６をシールドケース４１に収納する方向に移
動させる係合部１７とを備えているので、正面カバー１６を閉鎖するだけで自動的に、清
掃棒４６をシールドケース４１に収納することができる。これにより、ユーザーが放電部
材を清掃する際、シールドケース４１から引き出した清掃棒４６を収納し忘れた場合でも
、画像形成装置１を運転させるべく正面カバー１６を閉鎖することで、清掃棒４６及び清
掃部材４５を帯電装置４０の所定位置に戻すことが可能である。そして、このように正面
カバー１６を用いて清掃棒４６を収納するときでも、シールドケース４１に必要以上に押
し込むことを防止できる。したがって、正面カバー１６を閉鎖することにより、清掃棒４
６の両端間における湾曲を防止しながら、放電空間に不均衡をもたらすことなく清掃部材
４５を移動し、放電部材であるチャージワイヤ４３及びグリッド４４を清掃することが可
能である。
【００４６】
　以上、本発明の実施形態につき説明したが、本発明の範囲はこれに限定されるものでは
なく、発明の主旨を逸脱しない範囲で種々の変更を加えて実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【００４７】
　本発明は、チャージワイヤやグリッドといった放電部材を用いた帯電装置において利用
可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明の実施形態に係る帯電装置を搭載した画像形成装置の模型的垂直断面正面
図である。
【図２】図１の画像形成装置の外観斜視図である。
【図３】図１の画像形成部周辺を示す垂直断面部分拡大図である。
【図４】図３の帯電装置の垂直断面側面図である。
【図５】図４の帯電装置の外観斜視図である。
【図６】図４と同様の帯電装置の垂直断面側面図にして、清掃棒を引き出した状態を示す
ものである。
【図７】図４の帯電装置と正面カバーとの係合部を示す部分拡大上面図である。
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【図８】図４の帯電装置と正面カバーとの係合部を示す部分拡大斜視図である。
【符号の説明】
【００４９】
　　　１　　画像形成装置
　　　２　　本体
　　　１６　正面カバー（開閉部材）
　　　１７　係合部
　　　４０　帯電装置
　　　４１　シールドケース（ハウジング）
　　　４３　チャージワイヤ（放電部材）
　　　４４　グリッド（放電部材）
　　　４５　清掃部材
　　　４６　清掃棒（棒状部材）
　　　４７　把手部
　　　４８　係止片

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(11) JP 2009-98180 A 2009.5.7

【図７】 【図８】
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